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1.　はじめに
　全球規模での生物多様性損失が依然進行する中、
2010 年に開催された生物多様性条約第 10 回締約国会
議（CBD COP10）では、生物多様性の損失を止める
ための効果的かつ緊急の行動を実施するための世界目
標「愛知目標（Aichi Target）」が採択された。この中
で、2020年までに「森林を含む自然生息地の損失速度
が少なくとも半減し、劣化・分断化が顕著に減少する
（目標 5）」ことや「劣化した生態系の 15％以上を回復
する（目標 15）」ことが合意された。またそのために
「生物多様性に有害な補助金を含む奨励措置が廃止、又
は改革され、正の奨励措置が策定・適用される（目標
3）」べきであることが認識された（生物多様性センター 
2016）。
　生物多様性オフセット（Biodiversity Offsets）は、
避けられない開発等による生物・生態系への影響を
代償する一制度である。開発により失われる生物多
様性損失（ロス）をオフセット行為による同等以上
の生物多様性の獲得（ゲイン）によるノーネットロ
ス（No net loss）の達成を原則とし、さらにはネット
ゲイン（Net gain）を目指すことで、生物多様性およ
び関連する生態系機能や文化的価値を保全するもので
ある（BBOP 2012a）。本制度あるいは類似の制度は、
オーストラリア、アメリカ合衆国、ドイツなどの EU

諸国のほか、ブラジルや南アフリカ等の発展途上国を
含む 70 カ国以上で既に法制度化されており（ICMM 
and IUCN 2012）、環境保全に加え経済活動の面からも
活用が期待されている（ten Kate et al. 2004, Madsen et 
al. 2010）。たとえば生物多様性と生態系サービスの経
済学（The Economics of Ecosystems and Biodiversity: 
TEEB）の報告書は、生物多様性オフセットについて
生物多様性保全に関わる新しいビジネスを創出する具
体例として言及している（TEEB 2010）。2012年には、
企業や政府機関、NGO 等の様々なステークホルダー
を含む国際的パートナーシップ BBOP（The Business 
and Biodiversity Offsets Programme）により、生物多様
性オフセットの適切な実施および優良事例の普及を促
進するための BBOP スタンダード（BBOP 2012d）が
作成され、生物多様性オフセットの 10 原則が示され
た（Table 1）。一方で生物多様性オフセットにおいて
は、方法論的、技術的、経済的、政策的観点等から
様々な問題点や課題が指摘されている（Walker et al. 
2009, Maron et al. 2012, Bull et al. 2013a, Gardner et al. 
2013）。生態学分野からの懸念の指摘は多いが、たとえ
ば生物多様性オフセットの計画および実施における不
確実性が高く、ノーネットロスの達成は実現困難であ
るなどの批判がある（Gibbons and Lindenmayer 2007, 
Bull et al. 2013a）。
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　日本では生物多様性を広く認識し、また関連する
政策決定の判断材料とするため生物多様性総合評価
（Japan Biodiversity Outlook: JBO）が実施され、過去
50年の生物多様性損失の状態と傾向が報告された（環
境省生物多様性総合評価検討委員会 2010, 2016）。2012
年には愛知目標達成に向けた日本のロードマップ「生
物多様性国家戦略 2012-2020」が閣議決定されており、
2020年を前に今後目標達成のための期限を定めた定量
的目標の設定や目標達成の具体策が求められる（宮崎 
2011）。そのような中、様々なビジネスに起因する負の
影響を最小化又は回避する、あるいは生息地の損失を
ゼロに近づけるために有効な手法として、国内でも生
物多様性オフセットの法制度化に期待が高まりつつあ
る（宮崎 2010, 田中 2011）。2014年には環境省により「日
本の環境影響評価における生物多様性オフセットの実
施に向けて（案）」として、実施を仮定した課題や対応
のとりまとめが報告された（環境省 2014）。国内での
生物多様性オフセットに関するこれまでの議論は、諸
外国の制度整備状況の整理（宮崎 2010, 田中 2011）や
日本への制度導入に向けた政策的・社会経済的課題の
検討（宮崎 2010, 小林ら 2015）、新たなバンキング制
度導入の提案（宮崎 2011）がある。一方で生態学分野
では、BBOP スタンダードの日本語訳の作成や一部の
研究動向の整理が行われているものの（東北大学グロー
バル COE 2013, 太田 2014）、国際的議論の整理はほと
んどなされていない。さらには日本が今後取り組むべ
き生態学的観点からの課題の提案が不足している。た

とえば国内への制度導入を視野に入れ、既に制度を導
入している大陸国（アメリカ合衆国、オーストラリア、
ヨーロッパ諸国など）とは異なる日本の生態系の特徴
を考慮した評価手法の開発や実施についての検討が必
要である。
　本稿では、生物多様性オフセットの日本導入を視野
に入れた生態学分野の研究、分析および議論の端緒と
して、生態学的観点からの課題を整理し、日本での生
物多様性オフセットのあり方について議論することを
目的とした。まず生物多様性オフセットによりノーネッ
トロスを達成する要件について、国際誌における議論
を整理し概説する。次いで本制度の日本導入を想定し、
事前に取り組むべき課題として、二次的生態系の実情
に即した具体的課題を挙げて検討する。

2.　生物多様性オフセットの目的と要件
2.1 環境影響評価制度と生物多様性オフセットの関係
　生物多様性オフセットは、「開発事業により引き起
こされる生物多様性に対する負の影響をなくすまたは
できる限り低減するのに必要な措置を実施した後、そ
れでもなお残存する影響を対象とした代償行為により
得られる定量可能な保全の効果」と定義される（ten 
Kate et al. 2004, BBOP 2012d）。国内では環境保全措置
として 1972 年に公共事業での環境アセスメントが導
入され、1993年に制定された環境基本法において環境
アセスメントの推進が位置付けられたことをきっかけ
として、1997年に環境影響評価法が成立した（環境省 

Table 1.  BBOPスタンダードの生物多様性オフセット 10原則（BBOP（2012d）を改変）

原則 概　　　　要

1 ミティゲーション・
ヒエラルキーの順守

回避、最小化、修復の順に適切な措置を行なってもなお残る生物多様性への重大な負
の影響を代償するために実施する。

2 オフセットの限界 代替不可能性・脆弱性が高い生物多様性が影響を受ける場合、残存影響を完全に代償
できないことがある。

3 景観要素 生物学的・社会的・文化的な生物多様性価値を考慮し、生態系アプローチを満たすよ
うに景観要素の視点をもって設計・実施すべきである。

4 ノーネットロス 生物多様性のノーネットロス、望ましくはネットゲインとなる保全成果が達成される
ように設計・実施すべきである。

5 追加的な保全の成果 生物多様性オフセットを行わない場合に生じない保全成果が得られるべきであり、生
物多様性に負の影響を及ぼす事業を他地域に移すことのないように設計・実施すべき
である．

6 ステークホルダーの
参加

開発事業・生物多様性オフセットの影響を受ける地域では、評価、選択、設計、実施、
モニタリングにおいて、利害関係者が効果的に参加することが望ましい。

7 公平性 利害関係者間で開発事業・オフセットに関する権利、責任、リスク、報酬が公正にな
るよう設計・実施すべきである。

8 長期の成果 少なくとも事業の影響が継続する期間、望ましくは永久に継続する成果を達成するた
めに、モニタリングおよび評価を含む順応的管理アプローチを基礎とするべきである．

9 透明性 生物多様性オフセットの設計・実施とその結果の公衆への伝達は、適切な時期に分か
り易く実施するべきである

10 科学と伝統的知識 生物多様性オフセットの設計・実施は、伝統的知識を適切に考慮し、科学的知識に基
づき文書化しなければならない。
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2011）。さらに 2013 年に改正された環境影響評価法の
完全施行が実現した。この環境影響評価法に基づく環
境影響評価制度の基本的事項（環境庁告示第八十七号）
第三・二（1）では、「環境保全措置の検討に当たっては、
環境への影響を回避し、又は低減することを優先する
ものとし、これらの検討結果を踏まえ、必要に応じ当
該事業の実施により損なわれる環境要素と同種の環境
要素を創出すること等により損なわれる環境要素の持
つ環境の保全の観点からの価値を代償するための措置
の検討が行われるものとすること」が明示されている。
このことから、生物多様性オフセットに係る基本的な
要件は、日本の環境影響評価制度に内包されていると
理解できる。
　諸外国では通常生物多様性オフセット実施において、
開発事業計画の発生または公開後に開発による影響評
価を行い、影響回避や低減計画を作成して評価した後、
それでもなお残る生物多様性や生態系への影響に対し
てオフセット事業の計画立案を行う（BBOP 2012a）。
このことから日本の環境影響評価制度は既に生物多様
性オフセットを含むとも考えられるが、大きな違いは
生物多様性オフセットではミティゲーション・ヒエラ
ルキー（mitigation hierarchy; 影響低減の手順または
順位付け）の順守（Table 1の原則 1）およびノーネッ
トロスの達成（Table 1の原則 4）を明確に実施または
目標とすることである（田中 2014）。ミティゲーショ
ン・ヒエラルキーは、生物多様性に対する負の事業影
響を回避（avoidance）、最小化（minimization）、修復
（rehabilitation）の順に適切な措置を行った上で、なお
残存する影響に対して代償行為（オフセット）を実施
することを求めるものである（BBOP 2012a）。すなわ
ち影響への対策実施の要件を実施の順序としてまたは
優先順位として明確にしている点から、日本の環境影
響評価制度よりもさらに踏み込んだものといえる。ま

たノーネットロスは、生物多様性を計測可能な保全効
果としてオフセットを計画および実施し、その結果と
して開発前後において生物多様性の減少や劣化がオフ
セットによって相殺されることを意味するものだが、
多くの国はノーネットロスのみならずネットゲイン
（Fig. 1）を達成することを目指している。これらミティ
ゲーション・ヒエラルキーの順守およびノーネットロ
スの達成という 2 つの厳格な要件により、生物多様性
オフセットは開発に対して一定の抑止力となることが
期待される。また日本の現状の環境影響評価制度と比
較して、評価と努力のみにとどまらないより定量的で
厳密な成果を求める制度ともいえる。

2.2 生物多様性ノーネットロス達成の要件
　生物多様性オフセットに関する生態学的課題は、主
に生物多様性ノーネットロスが適切に達成されていな
いことにある（Gardner et al. 2013）。BBOP（2012c）
で指摘されている生物多様性ノーネットロスを達成す
るための主な生態学的要件を要約すると、オフセット
が 1）生物多様性のロスとゲインが明確な計測に基づ
き（Fig. 2）、かつ生態学的同等性が担保されており、
2）オフセットによるゲインが追加的でなければなら
ず、3）オフセット実施における不確実性およびリスク
は特定されており、4）オフセットの生態学的・科学的
限界が認識されていること、とされている。たとえば 1）
は生物多様性ロスに対し代替可能なゲインの生物多様
性・生態系を量的・質的に評価することを求めている。
2）の追加性とは、オフセットでは実施サイトにおける
生物多様性の自然増加を許容するのではなく、オフセッ
ト行為を実施することによって発生する増加を求めて
いることを意味する。既に各国で実施されている制度
では、これら要件に対するガイドラインが必ずしも明
確でないため、実際は生物多様性のネットロスが生じ

Fig. 1 ミティゲーション・ヒエラルキーの概念図（BBOP（2012a）を改変）
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ているおそれがある (McKenney and Kiesecker 2010）。
次章では、これらの要件に沿って生物多様性ノーネッ
トロスの達成にかかる近年の議論を概説し、解決のア
プローチを検討する。

3.　生物多様性ノーネットロスの達成における
生態学的課題　　　　　　　　　　　

3.1 生物多様性をどのように計測するか
　生物多様性は、生物多様性条約の条文において、種
内、種間および生態系における多様性、すなわち遺伝
的、種、生態系の多様性を含む、と定義されている。
生物多様性条約事務局は国際的な生物多様性の概況を
報告する地球規模生物多様性概況（Global Biodiversity 
Outlook: GBO）を 4、5 年おきに刊行しており、2006
年に刊行された GBO2 では生物多様性条約 2010 年目
標（2010年までに全球、地域、国レベルで現在の生物
多様性減少速度を顕著に低減させるという目標）達成
を評価するために、定量化の指標や指数（例 : 生きて
いる地球指数 : Living Planet Index（Loh et al. 1998））
が開発された（Secretariat of CBD 2006, 2010）。さらに
生物多様性が支える生態系機能、その持続性や安定性
の定量的評価も試みられている（TEEB 2010, Cadotte 
et al. 2011）。これらの指標や定量化によって、たとえ
ば環境省生物多様性総合評価検討委員会（2016）によ
る JBO2 のように、ある生態系や生物多様性の変化が
生物のみならず、生態系機能やサービスの変化として
も視覚的に評価されるようになってきた。
　生物多様性オフセットでの生態系評価の目的は上述
のような広域のトレンドの変化を確認することではな
く、開発地での生物多様性要素のロスとオフセットを
行う場所すなわちオフセット地で得られるゲインを計
測し（Fig. 2）、ノーネットロスの達成を定量評価する
ことにある（Gardner et al. 2013）。このような生態系

評価の課題として、まず生物多様性を構成する様々な
要素（生物多様性要素 ; biodiversity components）には
組成的（たとえば種や種群）、構造的（たとえば林分
構造）および機能的（たとえば栄養塩循環速度）要素
が含まれるため（Hagan and Whitman 2006, Magurran 
and McGill 2011）、生物多様性を多面的に評価するメ
トリクス（計測法 ; measure/metrics/currency）の選択
が求められる。また開発地とオフセット地間でこれら
要素の量、質、状態、時間および空間的位置が全て同
等となることは不可能であり、厳密な生態学的同等
性（ecological equivalency）の達成は困難であること
から（Walker et al. 2008, Bull et al. 2013a）、代替可能
な同等性の許容範囲の検討が必要となる。さらに生物
多様性オフセットでは、生態系評価の計測を専門家で
なくオフセット実施者や評価者が実施する。そのた
め、オフセット実施者および評価者のためには計測
が比較的容易であることが求められる（Gibbons and 
Freudenberger 2006）。
3.1.1 生物多様性を計測するメトリクスの選択
　生物多様性オフセットで用いられるメトリクスは、
種ベースのアプローチとハビタット（生物の生息地）
ベースのアプローチに大別される（Quétier and Lavorel 
2011, Bull et al. 2014）。種ベースのアプローチは、開
発により失われる生物種（群）とオフセットにより得
られる生物種（群）の同等性を評価する方法である。
しかしながら開発地・オフセット候補地に生息する生
物種をすべて把握することは不可能であるため、実際
には特定の生物群や指標種に着目したメトリクスが用
いられる（Bekessy et al. 2010, Bull et al. 2014）。たと
えば EU では、自然保護区ネットワーク「Natura 2000
事業」の指定区内での開発行為に対し種群の同等性
（species equality）を原則とした代償を定めているが、
実際にフランスで行われた開発プロジェクトでは多く

Fig. 2  生物多様性要素の a）開発地におけるロスおよび、b）オフセット地におけるゲインの概念図 
ベースラインはそれぞれ開発・オフセット行為が行われる前の値を示す。
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の場合絶滅危惧種が適用されており、危惧レベルの低
い種の適用は 3割以下であった（Regnery et al. 2013）。
またアメリカ合衆国のコンサーベンションバンキング
（US conservation banking）では、絶滅のおそれのあ
る生物の生息域保全地のクレジットを購入することを
代償行為として認めている（McKenney and Kiesecker 
2010）。このように絶滅危惧種をはじめとする保全優
先度の高い種は、生物多様性の代替指標としての指標
種（indicator species）として用いられる傾向にある（岡
部・小川 2011）。一方で、生物多様性の空間分布は必
ずしも生息環境の限られた種の分布によって代替され
ず、広域に分布する普通種（common species）の種多
様性に規定されることが報告されている（Pearman and 
Weber 2007, Rodríguez et al. 2015）。また絶滅危惧種を
指標とした場合でも、該当種個体群の維持を左右する
密度等は必ずしも指標に含まれない。これらのことか
ら、多様な生物のノーネットロスを目的とする生物多
様性オフセットでは、絶滅危惧種・希少種や指標種に
着目した種ベースのメトリクスによる評価だけでは不
十分であると考えられる。
　ハビタットベースのアプローチは、特定あるいは複
数生物種の生息地、ハビタット（habitat）を評価する
手法であり、ハビタットの量（面積）および質（タイ
プ）により計測される。最も単純な場合には、開発地
と同じ生態系タイプで同面積あるいはそれ以上の土地
であれば代償可能であるとされる。また特定の種、特
に絶滅危惧種・希少種を対象として用いられることが
多い評価手法として、ハビタット評価手続き（Habitat 
Evaluation Procedure: HEP） が あ る（ten Kate et al. 
2004, BBOP 2012a）。より発展的な手法としてはオー
ストラリア・ヴィクトリア州で開発されたハビタット
ヘクタール（Habitat Hectare）法がある。この手法の
特徴は、生物全体のハビタットを総合的に評価するた
めに植生状態を計測すること、およびハビタットの定
性的な “ 状態 ” を定量的に評価するために比較対象と
なる参照状態（reference state）を設定することにあ
る（Parkes et al. 2003, DSE 2004）。具体的には、まず
生態系群（同一とみなされるバイオーム）ごとにベン
チマーク（benchmark）と呼ばれる参照状態を決める
が、一般的に長期的に撹乱を受けていない自然度の高
いサイトが選択される（Dunford et al. 2004, Stoddard 
et al. 2006）。次に開発およびオフセット候補地の植物
群落（サイト）を対象に、サイトの状態および景観構
造に関わる複数項目（たとえば大径木の個体数や在来
植生パッチからの距離）を測定し、各項目に対し参照
状態との差異を基準に配点をきめる。最終的に各配点
の総合点によって、現時点（開発およびオフセット行
為前）での開発地およびオフセット候補地の生態系が
定量化される（詳細事例は DSE 2004参照）。オースト
ラリアでは、気候、植生構造、地形等を基に細分化さ

れた地域区分（エコリージョン；Bailey（1996））のそ
れぞれに対し、ヨーロッパ人入植以前の相対的に人為
撹乱の少ない植生状態がベンチマークとして設定され
ている（Gibbons et al. 2008）。ハビタットベースのア
プローチは、複数生物群のハビタットを考慮して評価
できること、また同一の基準や手法で測定できること
から、生物多様性オフセットのメトリクスとして効果
的であるといえる。その反面、面積のみや総合点によ
る評価など簡略化された計測では、生態系の質の低下
が見過ごされるおそれがあること（BBOP 2012c, Bull 
et al. 2013a）、ベンチマークのガイドラインの設定が困
難であること（Nielsen et al. 2007）などの課題もある。
たとえば生物多様性オフセットにおけるベンチマーク
は、現時点の生態系状態の評価基準とオフセット達成
後の評価基準の 2 つの役割を持つ。しかしながら同一
エコリージョンにおいても、たとえば原生林と二次林
のように、遷移過程では生態系の状態が全く異なる。
もし単一のベンチマークで評価を行えば、定期的な撹
乱によって遷移途中段階で維持される二次的生態系の
保全が困難になることが懸念される（McCarthy et al. 
2004）。
　生物多様性オフセットでは様々なメトリクスが適用
されているが（McKenney and Kiesecker 2010, Quétier 
and Lavorel 2011）、用いるメトリクスによって生物多
様性価値は大きくばらつくため、異なるメトリクス間
では比較することはできない（Bull et al. 2014）。一
方で、生物多様性要素を総合的に定量化するためには
複数のメトリクスによる評価が必要である（Gardner 
2010, Gonçalves et al. 2015）。これらを踏まえ、生物多
様性オフセットの生態系評価では、まず普通種群集の
生息環境のノーネットロスを目指すためにハビタット
ベースのメトリクスを適用し、総合点の比較でなく測
定項目ごとにスコア比較・評価を行うことが重要だろ
う。次いで種ベースのメトリクスを適用し、生息地特
異性の高い特定種の生息状況確認に用いることが有効
であると考えられる。
3.1.2 生態学的同等性を担保する
　開発による生物多様性ロスとオフセット行為による
ゲイン間での生態学的同等性の担保は、生態系評価に
おけるもう一つの課題である。Habib et al.（2013）は
経済的・生物学的観点からの検討として、異なる生物
多様性ターゲット間でオフセットに要するコストおよ
び面積を比較した。カナダの北方林での油砂開発に対
し、オフセットの対象として「生態学的に同等な植生」
と「地域的な保全優先度の高い生息域」を比較した結
果、前者の生態学的同等性の要求に応えるためには後
者の 2～ 17倍のコストを要することが示された。従っ
て対応不可能なコストの創出を避けるため、生態系評
価では代替可能な同等性の許容範囲（exchange rule）
をあらかじめ検討しておく必要がある（BBOP 2012c）
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と考える。
　オフセットでは生態系の同等性を生態系タイプ（カ
インド ; kind）によって表し、損失する生態系と同じ
生態系タイプをインカインド（in-kind あるいは like-
for-like）、異なる生態系タイプをアウトオブカインド
（out-of-kind）とよぶ。既存制度の多くでは、オフセッ
ト候補地をインカインドに限定することで生物多様
性の同等性を担保している（McKenney and Kiesecker 
2010, Quétier and Lavorel 2011）。また生態系の空間的
位置について、オフセット地が開発地区域内あるいは
隣接地である場合をオンサイト（on-site）、区域外お
よび隣接地外である場合をオフサイト（off-site）とよ
ぶ。オフセット候補地の選定をオンサイトに限定する
ことで、オフセットゲインの生物群集における地域的
な類似性、すなわちインカインドをある程度担保でき
る。このような地域的制限は開発により失われた生態
系機能やサービスを当該地域に補う上でも有効である
が（Gonçalves et al. 2015）、開発区域の面積が小さい
場合や区域外で付加的な価値を得られやすい場合には
オフサイトの活用が有効な場合もあり得る（Kiesecker 
et al. 2009）。これらを踏まえ、生態学的同等性を担保
できるサイト選定のためには、まず国や地方レベルの
気候、植生、地史情報等に基づき地域区分（すなわち
オン / オフサイト）を検討すること、また景観レベル
での定量的空間選択ツール（たとえば Marxan（Ball et 
al. 2009））を活用したサイト選択手法を確立すること
等が有効である（Kiesecker et al. 2009）と考えられる。

3.2 追加的な保全効果
　追加性（additionality）は、オフセットゲインが新た
に付加される追加的な保全効果であることを要求する
ものであり、BBOP スタンダードの原則の一つになっ
ている（McKenney and Kiesecker 2010, BBOP 2012a）
（Table 1の原則 5）。オフセットゲインにおける追加性
は、以下に述べる 1）オフセットゲインの算出法および、
2）オフセットの実施手法、において必須の概念である。
3.2.1 オフセットゲインの算出
　保全行為等によって将来的に得られる保全効果の算
出には、目的に応じて様々な推定法がある（Maron et 
al. 2013, 2015）。オフセット行為により得られる追加
的な生物多様性価値、オフセットゲイン（Vgain）は、
オフセット行為からの時間経過後（t1）の価値（Vfuture）
とオフセット行為がない場合（すなわちベースライ
ン 0）の価値（Vcurrent）のシナリオの差分（Vgain＝Vfuture

－Vcurrent）により表される（Fig. 3）。しかしながら、既
存制度ではしばしばオフセットゲインとして Vfuture が
適用されており、オフセット行為前に既に存在してい
た Vcurrentを含むことから過大評価となることが指摘さ
れている（Bekessy et al. 2010）。
　また、ベースラインは時間に対して一定値として扱

われる場合が多いが、実際にはオフセット行為の有無
に関わらず変化しうる（Bull et al. 2013b）。保全生態
学分野では、保全行為の有無に関わらず将来的に損失
が生じえる場合（すなわちベースライン 1）に、回避
された損失分（averted loss; Vaverted）を保全効果として
考慮する必要性が指摘されている（Maron et al. 2015）
（Fig. 3）。対して生物多様性オフセットでは、あくまで
オフセット行為により新たに得られる価値を計測する
必要があるため、Vaverted をオフセットゲインに含める
ことは過大評価となる。保全効果の追加性は、開発行
為による生物多様性ロスを代償するうえで必須の要件
であり、ゲイン算出のベースラインを明確化すること
が必要である。
3.2.2 オフセットの実施手法
　オフセットの実際の実施手法もまたオフセットゲイ
ンの追加性に関連する。オフセット行為は主に保護
（protection）、 創 出（recreation）、 修 復（restoration）
に区分される（ten Kate et al. 2004, BBOP 2012a）。保
護によるオフセットは、既に存在している開発のおそ
れのある生態系等を保護区に設定することなどを指
す。オフセットの経済的メカニズムである生物多様性
バンキング（biodiversity banking）では、企業などの
第三者が設立した生物多様性バンクから開発業者がク
レジットを購入することで代償する制度であり、保護
がない時点から保護後の生物多様性価値をクレジット
として登録することができる。このような保護による
オフセットでは生物多様性価値が既に存在しているこ
とから、ロス－ゲイン間の生態学的同等性を確保しや

Fig. 3  オフセット地における生物多様性要素の時間に伴
う変化（オフセット行為前後（t0から t1）のゲイン
の算出およびベースラインの設定）（Maron et al. 
（2013）を改変）

　　　 Vgain: オフセットにより得られた価値、Vcurrent: t0時
点での価値、Vfuture: t1時点での価値、Vaverted: t1時点で
生じえた損失分の価値、ベースライン 0: オフセッ
ト行為がない場合、ベースライン 1: 行為の有無に
関わらず将来的に損失が生じえる場合。
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すく、ゲインを速やかに獲得できるといった利点があ
る一方（McKenney and Kiesecker 2010, Bekessy et al. 
2010）、厳密には保全効果の追加性に反することが指
摘されている（Bekessy et al. 2010, Maron et al. 2013）。
　創出は、目的とする生態系を新たに人為的に作り
出す手法である（Bekessy et al. 2010, McKenney and 
Kiesecker 2010）。アメリカの生物多様性バンキング
では 1980 年代からこの制度に基づいて湿原生態系の
創出が盛んに行われてきた。創出によるオフセットで
は追加的な保全効果が得られる一方、実際に自然度の
高い生態系の群集構造や生態系機能を内包する系を作
り出すことは技術的に困難であることが生態学者から
批判されているほか、オフセット地（創出地）の確保
が困難であることが保全の実施者から指摘されてい
る（Zedler 1996, Bekessy et al. 2010, Kiesecker et al. 
2010）。たとえば Pickett et al.（2013）はオーストラリ
ア南東部のため池において、開発が絶滅危惧種である
カエルの個体群維持に与える影響を新たなハビタット
の創出により代償するには、開発地の 19倍のオフセッ
ト地が必要であることを示している。
　修復は、撹乱を受けて劣化した生態系を望ましい状
態の生物群集、ハビタットおよび生態系機能を復元・
再生する手法である（Montoya et al. 2012）。修復によ
り追加的な保全効果を得る上では、適切な修復技術の
欠如や修復行為による生態系回復の不確実性が課題で
あり（Bullock et al. 2011, Gardner et al. 2013）、オフセッ
ト制度により実施された修復においてもいくつかの失
敗事例が報告されている（Maron et al. 2012）。たとえ
ば湿原生態系の修復はすでに多くの事業例があるもの
の、水文環境の複雑さや生物相の希少性から現在の修
復技術による生態系構造や機能の回復は困難であると
考えられている（Moreno-Mateos et al. 2012, González 
et al. 2014）。また二次林の生態系修復では天然林の生
物多様性には到達しないことが長期観測データのメタ
解析により示されている（Curran et al. 2014）。しか
しながら、過剰な土地利用や管理放棄により劣化した
生態系は全球規模で急増しており（Cramer et al. 2008, 
Suding 2011）、これら劣化生態系の修復は目標を明確
に設定することができれば、量的にも技術的にも最も
追加的な保全効果を期待できると考えられる。中でも
劣化した森林および草原は湿地などの（陸）水域生態
系と比較してコスト・ベネフィットの面から修復行為
によりゲインが得られやすく（De Groot et al. 2013）、
たとえば欧州では生物多様性回復を目的とした農地の
森林化が活発に取り組まれている（Rey Benayas et al. 
2008, 2009, Rey Benayas and Bullock 2012）。
　既存のオフセット事例では修復行為後のモニタリ
ングや事後評価が行なわれていない場合が多いが
（González et al. 2014）、今後これまで保全生物学、復
元生態学等の分野で蓄積されてきた生態系修復の失敗・

成功事例を生物多様性オフセットによる追加的な保全
効果の達成に活用していくことが期待される。特に、
放棄人工林や耕作放棄をはじめとする劣化した生態系
の修復技術を確立し、回復の不確実性を低減させるこ
とが有効だろう。

3.3 オフセットの不確実性とリスク
　ここまでにも述べてきたように、将来的に得られる
オフセットゲインによるノーネットロスの達成にお
いては、様々な段階で不確実性（uncertainty）や失敗
リスクが生じうる（Moilanen et al. 2009）。このよう
な不確実性や失敗リスクを考慮した公正な代償を行う
ための予防的措置として、オフセット率（multipliers/
offset ratio/compensation ratio）の適用が推奨されてい
る（Moilanen et al. 2009, Laitila et al. 2014）。オフセッ
ト率はオフセットゲインの不確実性や失敗リスク（Fig. 
4）、保全上の重要性に応じてオフセットサイズ、すな
わちオフセット地の面積を増やすことを意味し、［オフ
セット地の面積］/［開発地の面積］と表される（Dunford 
et al. 2004, Moilanen et al. 2009, Laitila et al. 2014）。
　オフセット率によって考慮される不確実性として、
まず生態系修復や創出などのオフセット行為が実施手
法の違い等によって失敗するリスク、気候や周辺の土
地利用を含む外部要因およびそれらの長期変動の不確
実性によるゲインの伸び悩みに由来するものがある
（Fig. 4 の a2）。たとえば生態系修復のために植林した
面積のうち 50% でしか成林しなかった場合、期待さ
れるオフセットゲインを獲得するためには 2 倍のオフ
セット地が必要となる。第二に、ゲインが得られるま

Fig. 4  オフセットゲインの不確実性（オフセット行為前後
（t0から t1）のゲインの変化）(Quétier and Lavorel 
（2011）を改変）

　　　 a0: オフセット行為がない場合、a1および a2: オフ
セット行為がある場合。a1および a2はオフセット
の実施手法の違いや外部要因の影響によって生じ
るオフセットゲインの不確実性を示す。
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での時間的遅延（タイムラグ ; time lag）のリスクに由
来するものがある。たとえば農地開発により減少して
いる絶滅危惧種のオウムに対し、餌資源環境であるモ
クマオウ科の大木を創出するには、100 年でも達成で
きないことがシナリオ比較により示されている（Maron 
et al. 2010）。このようなゲイン獲得の時間的遅延によ
り開発によるロスの代償が遅れることで、脆弱な種の
存続に影響したり生物個体群のボトルネックとなるお
それが生じる（Walker et al. 2009, Gardner et al. 2013）。
オフセット率では時間的遅延のリスクを時間割引（time 
discounting）として考慮する。時間割引は経済学分
野で一般的に用いられている概念であり、オフセッ
ト率では時間経過に伴い価値が低下するとして扱う。
Moilanen et al.（2009）は単純な理論モデルにより不確
実性および時間割引を考慮したオフセット率を推定し、
開発地に対しそれぞれ 2 倍および数十～数百倍のオフ
セット地面積が必要であることを示した。また Laitila 
et al.（2014）は単純な数理モデルにより時間割引の最
小値を推定し、オフセット率が時間に伴い指数関数的
に増加することを示している。
　しかしながら既存制度（たとえばアメリカの湿原ミ
ティゲーションやコンサーベンションバンキング）で
は、これらオフセット率は未だ適用されておらず、オ
フセットが達成されるべき期限が設定されていない
もの（たとえば EU の「Natura2000 事業」）もある
（McKenney and Kiesecker 2010）。たとえばカナダで
は、魚類の生息環境を対象にしたオフセット事業にお
いて、ノーネットロスの達成に必要なオフセット率が
平均 6.8 : 1（オフセット地の面積 : 開発地の面積）で
あったが、実際の達成程度は 1.5 : 1にとどまっていた
（Quigley and Harper 2006a, b）。適切なオフセット率や
時間割引の設定の検討は、将来的な環境変動や生態系
応答の予測が困難であることから未だ単純な理論・数
理モデル検証の段階にあるが、今後実施事例を活用し
たモデル精度の向上やオフセット技術の確立による不
確実性の低減が期待される。また社会的観点から、ノー
ネットロス達成のための理論上のオフセット率と事業
者にとって実施可能な現実的なオフセット率間の合意
形成も重要な課題になるだろう。

3.4 オフセットの限界を認識する
　オフセットの限界は BBOP スタンダードの原則
（Table 1 の原則 2）に明記されており、ミティゲー
ション・ヒエラルキー（Table 1の原則 1）の回避にお
いて、代替不可能または脆弱な生物多様性への影響・
リスクを回避するための方法も含めることとされてい
る（BBOP 2012d）。代替不可能性（irreplaceability）と
は、ある保全対象に対してこれ以上失うと保全が達
成できないと考えられる面積の上限を指す（Pressey 
et al. 1993, 1994）。脆弱性（vulnerability）は、ある

場所の生物多様性損失の切迫度を示す（Wilson et al. 
2005）。オフセットの実現可能性 （オフセッタビリ
ティ ; offsetability/offset feasibility）は、事業計画の
段階で残存影響、オフセットの条件、実行可能性およ
び成功の見込みに基づき定量化し、オフセッタビリ
ティが低い場合には回避対象とすることが求められる
（BBOP 2012b, Pilgrim et al. 2013）。たとえば Pilgrim et 
al.（2013）はオフセッタビリティを評価する方法とし
て、生物多様性の代替不可能性・脆弱性を表す保全危
惧度（たとえば IUCN レッドリストカテゴリーに基づ
く脆弱性のランク）とオフセットの成功可能性（技術
的、財政的、時間的条件等）の 2 軸から検討する方法
を提案している。
　既存制度では、生物多様性価値の過小評価や技術の
過信によりオフセットの限界を考慮した回避は軽視さ
れており、ノーネットロス・ネットゲインは形骸化し
ているといえる（Walker et al. 2009, Clare et al. 2011）。
そのためオフセットの限界を認識し、オフセット可能
な閾値（offsetable threshold）を明確に設定することで、
オフセットの失敗を低減することが重要である。たと
えば老齢天然林の生態系修復はオフセットゲインの不
確実性が高く、長期の時間的遅延が生じて生物多様性
がネットロスとなることが予想されるため、回避対象
とすべきだろう（Curran et al. 2014）。また泥炭地をは
じめとする湿原生態系は、生物群集の希少性や固有性、
生態系機能の特異性から生態系修復や創出が困難であ
り（Fischer et al. 2006, Curran et al. 2014, González et 
al. 2014）、当面回避対象とすべきであろう。

4.　生物多様性オフセットの日本導入を見据えた
検討課題　　　　　　　　　　　　　　

　ここまで既存のオフセット制度における生物多様性
ノーネットロスの達成にかかる生態学的観点からの課
題を整理し、解決のためのアプローチを示した。特に
諸外国の既存制度では、評価、選択、設計、実施、モ
ニタリングの各段階において生じる不確実性等により
生物多様性ノーネットロスが達成されているといえず
（Walker et al. 2008）、これらの課題を認識した上で、
日本への制度導入を見据えた事前の検討が必要である。
これらに加えて、日本の生態系の特異性を考慮して今
後国内で取り組むべき検討課題もある。たとえば、日
本の生態系は国土面積が小さい一方で南北に細長い島
嶼国であるため、地域によって気候や植生が大きく異
なり、種の地域的な固有性が高い。このような特徴は、
生物多様性オフセットにおけるサイトやカインドを考
える際に配慮しなければならない。また、日本には原
生的な生態系はほとんど残されておらず、大部分が人
間の持続的利用下で維持されてきた二次的生態系であ
る。このことは、生物多様性オフセットにおける生態
系評価手法やオフセット行為の実施手法を開発する上
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で十分考慮すべき点である。本章では、日本が今後取
り組むべき課題の具体例として、以下に述べる 1）オ
フセット地選定における地域的制限、および 2）放棄
された里山生態系をはじめとする劣化生態系の活用可
能性、について検討し、今後の研究蓄積の端緒とした
い。

4.1 オフセット地選定における地域区分
　オフセット候補地の選定においては、3.1.2 節で述
べたように開発地の生物多様性ロスとオフセット地の
ゲイン間の生態学的同等性を高めるために、地域的制
限を設けることが重要である（Kiesecker et al. 2009, 
Gordon et al. 2011）。たとえば欧米では、エコリージョ
ンの研究蓄積があり、政策にも適用されている。日本
での生物多様性の地域区分としては、陸域自然植生に
おける生物学的特性に基づいた「生物多様性保全にお
ける国土区分（試案）」(環境省 1997）が作成されてい
る。ここでは植物群集を主な指標とし、生物分布の境
界線、積算温度、年間降水量を用いた 10地域区分が提
案された。生物多様性オフセットの地域的枠組みでは、
生物多様性の中でも普通種群集を対象とし、その生物
学的特性に加え、制度の観点からのさらなる検討が必
要である。
　制度の観点から、オフセット事業を計画、実施しや
すい主体として、行政上の地域区分である都道府県単
位でのオフセット実施が現実的であると考えられる。
一方で生物保全のために新たに動物の生息地を創出・
修復しても、十分な移動経路が確保されなければ動物
をそこに移動・定住させることは、必ずしも容易では
ないと予想される。もしオフセットを実施する範囲内
に検討すべき種の既存の分布地があれば、その分布地
を生息源（ソース）としてオフセット地と連結するこ
とで、その種の存続がより期待できるだろう。そこで、
1）都道府県単位と 2）より広い地域ブロックでオフセッ
トをした場合、開発地以外に既存の分布地がなく、オ
フセットを技術的に困難とさせる生物種がどの程度あ
るかを、最も情報量の多い森林性の動物について解析
した。解析には哺乳類、鳥類、昆虫について、日本の
動物分布図集（環境省 2010）および図鑑等の情報を用
いた。なお、生物多様性オフセットではレッドリスト
種と普通種を区別して評価する可能性があることから、
文献に掲載された種のうち、環境省レッドリストカテ
ゴリー（環境省 2010）に含まれる種は除いた。1）は
都道府県単位でオフセットを実施するが、開発地の隣
接地（使用した分布図における同一二次メッシュ（10km
メッシュ）内）では行わないという状況を想定した。
2）では都道府県単位でオフセットを実施した場合、地
域ブロックでの連携が現実的と推測したが、ここでは
より生物の分布に配慮して、気候区分に基づき亜寒帯、
冷温帯、暖温帯、亜熱帯（Sasse 1998）の同一気候帯

単位でオフセットを実施することを想定した。この場
合、1）と同じ理由で、隣接地や県内でのオフセットは
行わないことを前提とする。
　最も制度化の単位として可能性が高いと考えられる
1）の都道府県単位のオフセットでは、もし開発域内や
隣接地でオフセットが実施されれば問題が生じにくい
が、開発地から距離的に離れれば離れるほど、同質の
生物群集が得られにくくなることが懸念される。この
得られにくさは地域的にも異なると考えられるが、オ
フセットのフレームを検討するために、概観すること
は有意義である。もし県内の開発地内および隣接地を
除く場所（本解析では日本の動物分布図集の同一メッ
シュ内ではない地点）でオフセットを実施すると、哺
乳類では全 48 種中 29 種、鳥では 126 種中 59 種、昆
虫では 226種中 151種が、47都道府県内のいずれかに
おいて、（その都道府県内に 1 点しか分布がないため）
これらの種をオフセット地内に誘導するために必要な
既存の生息地がない状況が発生すると予想された（Fig. 
5 で 1）を付した棒グラフ）。すなわち生物の分布に配
慮せず、開発地と同じ行政単位で安易にオフセット候
補地を選出することは、普通種であっても保全が困難
になる可能性が示唆された。一方、オフセット候補域
を同一気候帯内に広げた場合は、いずれの生物群にお
いても、既にその種が生息している保全に適当なサイ
トを選出できる可能性が高まった（Fig. 5で 2）を付し
た棒グラフ）。しかし候補域を拡大しても、島嶼部や北
海道、沖縄県では、オフセット地の選定が困難な種が
多かった。これらのことから、厳密なオンサイトであ
る開発地内または隣接地域よりも広い範囲でオフセッ
トを検討する場合は、連続した生息地（例 : 同一の山塊）
を共有する、類似の気候帯にある複数の隣接行政単位
で連携することが重要といえる。また広域のオフセッ
トで特に注意すべきは、島嶼部に顕著に見られる地理
的隔離であった。本結果から、特に日本のように山塊
や島嶼部の生物群集が顕著な国では、オフセットの地
域性の検討においては、行政界ではなく地形などの地
理条件に十分配慮すべきであると考えられる。
　今後国内においても、生態学的同等性を担保できる
生態系タイプ（カインド）の検討や、開発およびオフ
セットの回避対象地および候補地の検討・整備が必要
である。たとえば前者については、近年研究が蓄積さ
れつつある全国スケールでの生物多様性評価（たとえ
ば Katayama et al. 2014）やモニタリングサイト 1000（重
要生態系監視地域モニタリング推進事業）をはじめと
する生物多様性計測データが活用できるだろう（岡部・
小川 2011）。後者については、生物多様性地域戦略に
基づき都道府県単位で作成が進められている生物多様
性マップを活用して、保全すべき地域の優先順位づけ
（Pressey et al. 1994, Kujala et al. 2015）や生態系修復
の候補地を選出することが有効だろう。
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4.2 劣化した里山生態系の活用可能性
　日本での生物多様性損失の要因として、開発・改変
等の行為による危機に次いで里山等の利用・管理の縮
小による危機が挙げられている（環境省生物多様性総
合評価検討委員会 2010, 2016）。里山生態系の管理放棄
は今後より増加することが予想されており ( 農林水産
省 2011）、生物多様性および生態系機能の回復を目的
とした放棄農地の森林化、人工林の広葉樹林化（新山
ら 2010）、半自然草原の管理再開（高橋 2004, Koyama 
et al. 2017）等が試みられている。生物多様性オフセッ
トにおいても、劣化した里山生態系は開発地としてだ
けでなく生態系修復や再生ポテンシャルの高いオフ
セット候補地としての有効活用策を積極的に検討する
べきである。ここでは里山生態系を対象に、生物多様
性オフセットを実施する際に生じる課題について、カ
インドの考え方、生態系評価手法、オフセットによる
修復の順に具体例を検討する。
4.2.1 里山生態系でのカインドの設定
　里山生態系では、植林、薪炭利用や季節的な火入れ
などの施業により、森林（人工林、二次林）と草地（農
耕地、採草地、放牧地など）が時空間的に変遷しなが
らモザイク状に存在してきた（小椋 2010）。このよう
に人為影響下で変遷してきた生態系を開発地あるいは
オフセット地とする場合、生態系タイプ（カインド）
をどのように定義すべきだろうか。ここでは例として、
放棄人工林および耕作放棄地を開発地・オフセット候
補地とする場合に想定されるインカインドのパター
ンを検討した（Table 2）。放棄人工林を開発する場合
（Table 2の 1）、森林を創出・修復することがインカイ
ンドのオフセットである。具体的には、放棄人工林を
広葉樹二次林化して生物多様性の増強を図ることに加
え、周囲が森林地帯の耕作放棄地を二次林化すること
も有効だろう。一方、既に森林化が始まった耕作放棄
地を開発する場合（Table 2 の 2, 3）、森林あるいは草
地のどちらを創出・修復することがインカインドのオ
フセットに位置づけられるだろうか。カインドの検討
においては、さらにオフセット候補地の修復技術の有
無が要点となる。森林を創出・修復する場合（Table 
2 の 2）、放棄人工林や耕作放棄地の再森林化（Rey 
Benayas et al. 2008, 2009, Rey Benayas and Bullock 
2012）が有効な修復手法として期待される。たとえば
長期間放棄された日本の耕作放棄地では、クズやアズ

Fig. 5  森林性生物の生物多様性オフセットにおける地域
性

　　　 開発によって生息地が失われても別の地で生息し
ているといえる種がどれほどあるかを明らかにす
るため、日本の動物分布図集（環境省 2010）の陸生
哺乳類、森林性鳥類（東條（2007）の分類による）、
森林性昆虫（セミ、クワガタムシ、カミキリムシ）
の情報を用いて検討した。これらのうち、生物多
様性オフセットではレッドリスト種と普通種を区
別して評価する可能性があることから、文献に掲
載された種のうち、環境省レッドリストカテゴリー
に含まれる種は除いた。なお本文献には、二次メッ
シュ（10kmメッシュ）における在、不在が示され
ている。行政単位のオフサイトにおけるオフセッ
ト（図中 1、番号は本文に同じ）では、各種について、
同一県内に分布地が 2か所以上ある種、1か所しか
ない種に分類した。さらに、種ごとにすべての県
において県内に 2か所以上の分布が記録されている
かを確認し、1県でも県内の分布が 1か所しかない
種があれば、その種は「ほかに分布地のない種」に
分類した。同一気候帯内のオフセット（図中 2、番
号は本文に同じ）では、隣接地でも県内でもオフ
セットしないことを前提とし、上述の行政単位内
を同一気候帯内と置き換え、同様の分析を行った。

Table 2.  劣化した里山生態系を対象としたインカインドのオフセットパターンの例

開発地［カインド］ オフセット候補地 オフセット行為地［カインド］

1 放棄人工林［森林］ 放棄人工林／耕作放棄地 二次林［森林］

2 耕作放棄地［森林］ 放棄人工林／耕作放棄地 二次林［森林］

3 耕作放棄地［草地］ 放棄二次草地 二次草地［草地］
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マネザサの単一優占群集となり木本実生の定着が阻害
されるため、下草刈りによるギャップ形成が有効な修
復手法かもしれない（Tokuoka et al. 2011, Tokuoka and 
Hashigoe 2015）。一方草地を創出・修復する場合（Table2
の 3）、耕作放棄地の草原化は耕起や施肥等の土地改変
履歴の影響により成功例がなく、放棄された半自然草
原（二次草地）での管理再開による再草原化（Koyama 
et al. 2017）が数少ない修復手法であると考えられる。
このように日本の里山生態系の現状と特性に適したカ
インドの考え方を整理するとともに、劣化した生態系
を修復する実証研究の蓄積が求められる。その際は生
態学的同等性だけでなく生態系の持続性に配慮して、
各生態系の国や地方レベルでの空間配置や比率につい
ての生態学的情報も必要だろう。
4.2.2 景観構造や外来種を考慮した生態系評価手法
　里山における景観のモザイク構造は、景観構造の考
慮が BBOP スタンダードの原則の一つになっているよ
うに（Table 1 の原則 3）、生態系評価においても重要
な検討項目である（Lindenmayer et al. 2008, Gibbons et 
al. 2009）。景観生態学分野では、1960年代から景観構
造が生物分布や生物間相互作用に与える影響に関する
研究蓄積があり（Lovett et al. 2005）、オーストラリア・
ヴィクトリア州のハビタットヘクタール法では在来植
生パッチの空間配置や連結性が評価項目となっている
（Parkes et al. 2003）。景観のモザイク構造が時空間的
に変遷する里山では、これらに加え、過去の土地利用
履歴（Koyanagi et al. 2012）や境界（エッジ）効果（Murcia 
1995）も生物群集構造に強く影響すると考えられる。
特に日本のように各生態系タイプが小面積である場合、
ハビタットの面積に対してエッジ効果の及ぶ範囲は大
きくなるだろう（Ries et al. 2004）。従って、アメリカ
やオーストラリアのような大陸国で作られた生態系評
価法をそのまま日本に適用することは適切でなく、測
定項目の付加や配点の重みづけ等の工夫が必要である。
　生態系評価における外来種の扱いもまた、劣化した
生態系において重要な課題である。日本の耕作放棄地
にはセイタカアワダチソウ、アレチウリ、オオブタク
サ等の外来草本が侵入定着し単一優占していることか
ら、生物多様性オフセットの議論において日本に適
した外来種評価が必要である。たとえばハビタット
ヘクタール法では、外来種を主とする雑草種（weed 
species）の定着情報が、林冠構成樹種の更新阻害要因
として評価項目に含まれている。日本における外来種
を更新阻害要因（多種との様々な競合が含まれる）と
してのみ評価するのか、外来種がもちうる生態系機能
（表層流失防止機能にあたる植被率等）においては在来
種と同等に評価すべきかなど、従来の生態学では見過
ごされがちな観点からも検討する必要がある。
4.2.3 里山管理による生態系修復
　最後にオフセットの実施に要するコストについて述

べる。里山の生態系修復では、間伐や下草刈り、火入
れや採草といった管理の（再）導入およびその継続が
有効な手段であることから、継続的な人手の確保を含
むコストへの対応が必要となる（Naidoo et al. 2006, 
Klimkowska et al. 2010）。いくつかの既存制度では、
オフセットによって自立的な生態系の成立を目指すこ
とで生物多様性ゲインの永続性（permanency）を担
保することを要求している（McKenney and Kiesecker 
2010）。一方里山の継続管理は、本来農林業と密接に
関連して行われてきたものであり、これらの生産活動
と切り離して継続することはコストの面から困難であ
る。すなわち長期的な生物多様性ゲインを目的とする
場合には、コストおよび管理を行う人材の確保が大き
な制限要因と予想されることから、特に生態系の持続
性において社会・経済学的な包括的検討が求められる。

5.　今後の展望
　本稿では、新たな生物多様性保全策として期待され
る生物多様性オフセットについて、国内の生態学分野
からの議論への参入および研究蓄積の推進を目的とし
て、国際的な議論の整理および日本の生態系の特徴に
基づく検討課題について論述した。これまでの国内の
自然環境保全政策は、国立公園制度の制定や環境影響
評価制度をはじめ希少な生態系や特定の生物種の保全
に注力してきたため（武内・渡辺 2014）、普通種を主
とする生物多様性の開発等による損失は見過ごされて
きたといえる。加えて、近年の国内の生物多様性劣化
は自然資源のオーバーユース（過剰利用）よりアンダー
ユース（管理縮小）により引き起こされている点が特
徴的である。2020年の愛知目標達成に向け、生物多様
性とそれらに関わる生態系機能およびサービスの安定
化をすすめるためには、小規模開発を含むあらゆる開
発行為による生物多様性への影響の抑止力となり、か
つ劣化した生態系の修復により生物多様性損失に対処
できるメカニズムとして、生物多様性オフセットの導
入を想定した積極的な議論も必要となるだろう。本稿
では取り上げなかった課題として、生態系サービスの
評価とそのオフセットの関係解明（ten Kate et al. 2004, 
Naidoo et al. 2008）、生物多様性保全における炭素保
全の考慮（山下ら 2013, Gilroy et al. 2014）、気候変動
をはじめとする将来的な環境変動の影響、土地所有者
や地域住民との合意形成など、科学的、技術的、政策
的、経済的側面から検討すべき問題が存在する（BBOP 
2012b, Pilgrim et al. 2013）。生態学分野では、これま
での保全生物学、修復生態学、景観生態学等による研
究蓄積を、今後は生物多様性オフセットにかかる評価、
選択、設計、実施、モニタリング等、実施を見据えた
具体的な議論に活用させていくことが期待される。
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Ecological issues in achieving no net loss of biodiversity offsets

Asuka KOYAMA1)＊ and Kimiko OKABE2)

Abstract
　Biodiversity offsets are a mechanism that compensates for the residual negative effects of project development 
after avoidance, minimization, and restoration of environmental impacts have been implemented. Offset policies have 
been developed in a growing number of countries as biodiversity conservation and restoration strategies, and are also 
expected to be an effective approach in Japan toward achieving Aichi Targets. Achieving no net-loss, which means 
that biodiversity gains from targeted conservation activities match the losses of biodiversity due to the impacts of a 
specific development project, is a principle of biodiversity offsets. However, the no net-loss concept of biodiversity 
offsets leaves various unsolved ecological problems pertaining to theory, technology, and practice. This review 
summarizes the key components of no net loss of biodiversity from ecological perspectives, focusing particularly on 
1) explicit measures of biodiversity and ecological equivalence, 2) additional conservation benefits, 3) uncertainty 
and the risk of failure, and 4) limits to what can be offset and the mandatory mitigation hierarchy. We also discussed 
challenges to introducing the biodiversity-offset concept in Japan, which is characterized by species-rich secondary 
ecosystems. We particularly considered a number of specific issues concerning the regional framework in selecting 
offset-site locations and restoring degraded Satoyama ecosystems as potential impact- and offset-sites in Japan.

Key words:  ecosystem evaluation, equivalency, mitigation hierarchy, no net loss, restoration, Satoyama ecosystem, 
time lag
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